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　貸付に際しては、原則として法に基づく自立相談支援事業等による支援を受けること
に同意していることが要件となります。

＊次の理由により、緊急的かつ一時的に生計の維持が困難となった場合に必要となる少額の
　資金の貸付を行います。

ア　医療又は介護費の支払い
イ　火災等の被災
ウ　年金、保険、公的給付等の支給開始までに必要な生活費
エ　解雇、休業等による収入減により必要な生活費
オ　滞納していた税金、国民健康保険料、年金保険料の支払いによる支出増
カ　公共料金の滞納により日常生活に支障が生じるとき
キ　法に基づく支援や実施機関及び関係機関からの継続的な支援を受けるために
　　経費が必要な時

　外国籍の方は、次のいずれの条件にも該当することが必要です。
ク　在留カードを所持されていること。
ケ　国内に６ヶ月以上居住し、将来とも永住する確実な見込みがあること。

★　ただし、次の世帯は本制度の対象となりません。
　　　　・  生活保護法の被保護世帯
　　　　・  生活状況が確認できない世帯

　生活困窮世帯が緊急的かつ一時的に生計の維持が困難になった場合に、その必要
な費用について少額の貸付を行い、生活困窮者自立支援事業等との連携によって、
当面の課題の解決と世帯の自立の支援を図る事を目的に実施するものです。

【貸付額、償還】

【連帯保証人】　　不　要

【申込に必要な書類】

貸付限度額

10 万円以内

貸付利子

無　利　子

据置期間

2 ヶ月以内

償還期間

12 ヶ月以内

＊最終償還期限までにご返済いただけない場合は、年3.0％の延滞利子をいただきます。
＊貸付申請時には具体的な償還計画が必要です。

１．生活福祉資金（緊急小口資金）借入申込書
２．生活福祉資金（緊急小口資金）相談記録及び意見書
３．借用書
４．生活福祉資金償還金預金口座振替申請書



① 自立相談支援事業の利用が確認できる書類
　※自立相談受付票（写）・アセスメントシート（写）・支援プラン（写）
② 住民票 (世帯全員分 )もしくは国民健康保険証（世帯全員分）
※住民票を添付する場合で、外国籍の方は、在留資格、在留期間及び在留期間満了日、国
籍・地域、通称名履歴を記載した住民票を提出してください。在留資格、在留期間が記
載されていない場合は、確認できるように在留カード等の写しを提出してください。

③ 写真付き身分証明書（運転免許証、マイナンバーカード〈表面のみ〉、住民基本台帳カード等）
④ 直近３ヶ月の収入が分かるもの（給与明細等）
⑤ 印鑑登録証明書
⑥ 貸付金振込先口座の通帳（写）
⑦ 家計の収支がわかる通帳の写し（直近６ヶ月分）
⑧ 申込理由の分かるもの（下表参照）

【添付書類】

注意：＊上記以外に書類の提出を求めることがあります。
　　 ＊お申込みに際しては、審査がございます。審査結果によってはご希望にそえない場合もございます。なお、審査
　　　 の内容につきましてはお答えいたしかねますので、あらかじめご了承ください。
　　 ＊審査結果によっては、お借入金額がお申込金額と異なる場合もありますので、あらかじめご了承ください。

理　由

医療費、介護費の支払

火災等被災

年金、保険、公的給付等の支給
開始までに必要な生活費

会社からの解雇、休業等による
収入減

滞納していた税金、国民健康保
険料、年金保険料の支払いによ
る支出増

公共料金の支払いによる支出増

法に基づく支援に必要な経費

添　付　書　類

・病院や介護保険事業所等からの請求書

・官公署の発行する被災証明書

・支給開始日が分かる書類
例　生活保護受給⇒緊急小口資金貸付依頼書
　　雇用保険受給⇒雇用保険受給資格者証
　　職業訓練受講給付金⇒職業訓練受講給付金事前審査通知書

・雇用保険受給者証や離職票、雇用主の退職証明な
ど離職の年月日や休業期間が明らかになるもの

・次の就職先の採用通知もしくは休業証明書

・当該の税金、国民健康保険料、年金保険料の督促
状もしくは請求書

・公共料金の督促状もしくは請求書
※公共料金＝電気・ガス・水道料金・電話通信料

・自立支援機関の貸付依頼書と支援プラン
・生活困窮者自立支援法に基づく支援に必要な経費
がわかるもの（見積書、請求書等）

【問い合わせ先】
お住まいの市町社会福祉協議会 または
滋賀の縁創造実践センター
社会福祉法人 滋賀県社会福祉協議会（修学・生活資金課  生活福祉資金係）へ

： ：2023.6.800


